
第48回サステナビリティ基準委員（SSBJ）
での審議の概要

2025年2月6日開催

2025年2月7日

第48回の審議では、これまでの審議の結果を踏まえたSSBJ基準の文案の修正に関する審議と、2025年1月29日にISSBの

ボード会議で提案されたIFRS S2号改訂への対応、世界産業分類基準（GICS）の取扱い等について審議が行われました。

【第48回SSBJで審議された事項】

審議事項

1. IFRS S1 号及び IFRS S2 号に相当する基準の開発

(1) IFRS S2 号改訂への対応（審議事項A2-1）

(2) 世界産業分類基準（GICS）の取扱い（審議事項A2-2）

(3) 「適用基準」の文案（審議事項A1-2）（※1）

(4) 「一般基準」の文案（審議事項A1-3）（※1）

(5) 「気候基準」の文案（審議事項A2-3）（※1）

(6) 「公表にあたって」の文案（審議事項A1-4）（※1）

（※1）審議事項A1-2、A1-3、A1-4、A2-3については、資料は非公開

2. 2025 年 2 月開催のサステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）への対応

（審議事項B11）

1. IFRS S1号及びIFRS S2号に相当する基準の開発

SSBJでは、2024年3月29日に公表したサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という）の公開草案（以下あわせて

「2024年3月公開草案」という）（※2）に寄せられたコメント（コメント期限2024年7月31日）及び2024年11月29日に

公表した公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案」（以下「2024年11月公開草案」という）に寄せられた

コメント（コメント期限2025年1月10日）への対応について、2025年3月末までに確定基準を公表することを目標に再審議

を行っています。上記1.(2)から(6)の事項は、これまでの審議の結果を踏まえて、SSBJ事務局が提案を行ったものです。

（※2）2024年3月公開草案

⚫ サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」（以下「適用基準案」

という）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第1号「一般開示基準（案）」（以下「一般基準案」という）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第2号「気候関連開示基準（案）」（以下「気候基準案」という）
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(1) IFRS S2号改訂への対応（審議事項A2-1）

2025年1月29日に開催された国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）のボード会議では、IFRS S2号「気候

関連開示」（以下「IFRS S2号」という）の改訂が提案されています。改訂案に対する公開草案が公表されることになった場

合、2025年中の確定を目指すことが示唆されています。

このISSBによるIFRS S2号の改訂について、SSBJが2025年3月末までに公表することを目標としているSSBJ基準における取扱

いを検討することを目的として、以下の事務局の対応（案）が示されました。

【事務局提案】

① ISSBよりIFRS S2号の改訂案が公表された場合、当該改訂案についてSSBJにおいて審議のうえ、（賛否にかかわらず）

コメントを提出する。

② ISSBよりIFRS S2号の改訂案が公表された場合、その内容をSSBJ基準に取り入れるかどうかについて当委員会で審議の

うえ、速やかに（ISSB基準の改訂の確定を待たずに）SSBJ基準の改正に関する公開草案を公表する。

③ ISSBが2025年中にIFRS S2号の改訂を確定させた場合、2026年3月末までにSSBJ基準の改正を確定させることを目標

とする。

④ 改正後のSSBJ基準は、関連する改訂後のISSB基準が適用可能となった日以後、適用可能とする旨の定めを含める。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(2) 世界産業分類基準（GICS）の取扱（審議事項A2-2）

2024年3月公開草案に寄せられたコメントのうち、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示において用いるこ

とを提案している、「世界産業分類基準（以下「GICS」という）の取扱いについて、以下の事務局の対応（案）が示され

ました。

 【事務局提案】

① 2024年3月公開草案を変更し、産業別に分解したファイナンスド・エミッション及びグロス・エクスポージャーの開示を求め、

その産業分類にGICSを使用することを求めるものの、当面の間、産業別に分解したファイナンスド・エミッション等の開

示をしないことができる旨を経過措置として定める。（2024年3月公開草案から変更あり）

② 気候基準の結論の背景において、GICSの使用に関する要求事項に関連して、対応するISSB基準を改訂するかとどう

かの議論がISSBにおいて行われているため、当面の間、開示を求めないものの、適用基準における「本基準公表後の

対応」（※3）のとおり、ISSB基準が改訂された場合には、SSBJ基準においても同様の改正を行うかどうかの議論を

行う予定であることを記述する。（2024年3月公開草案に含まれていない提案）

（※3）第45回SSBJ委員会（2024年12月16日開催）審議事項A1-2「確定基準公表後の対応」において、「本基準

公表後の対応」として適用基準に含める予定、とされています。なお、②の文案は審議事項2-2の資料では非公表

とされています。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(3) 「適用基準」の文案（審議事項A1-2)

 【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた適用基準の文案（2025年1月23日開催の第47回SSBJ委員会で審議された文案

からの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されまし

た。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。
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(4) 「一般基準」の文案（審議事項A1-3）

【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた一般気候基準の文案（2025年1月23日開催の第47回SSBJ委員会で審議された

文案からの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明さ

れました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(5) 「気候基準」の文案（審議事項A2-3）

【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた気候基準の文案（2025年1月23日開催の第47回SSBJ委員会で審議された文案か

らの変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(6) 「公表にあたって」の文案（審議事項A1-4）

 【事務局提案】

SSBJ基準公表のための「公表にあたって」の文案（2025年1月23日開催の第47回SSBJ委員会で審議された文案からの

変更点に変更履歴を付したもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

なお、「1. IFRS S1 号及び IFRS S2 号に相当する基準の開発」に関する審議の最後に、川西委員長より、本日の審議を踏まえ

て上記(3)から(6)の文案を修文し、次回の第49回SSBJ委員会（2月19日予定）で(3)から(5)の確定基準の公表を議決する方

向性（最終的な確定基準は事務局でのエディット等があるため2025年3月末までの公表を予定）が示されました。

2. 2025年2月開催のサステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）への対応

川西委員長より、2025年2月18日に開催予定のSSAFへの対応について説明がなされ、審議が行われました。

参  考：第48回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事：  第47回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第46回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第45回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を

取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0206.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250127.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250106.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241217.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
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